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〔山梨県立就業支援センター委託訓練〕            【単年度契約】【複数年度契約】 

 

委 託 仕 様 書 

 

山梨県立就業支援センター 

 

１ 目的 

求職者に対し、職業に必要な実践的な専門知識・技能を付与し、早期再就職を支援するための職

業訓練を、民間教育訓練機関等（以下「受託者」という。）への委託により実施するため必要な事項

を定める。 

 

 

２ 委託業務 

 委託する業務は、次のとおりとする。 

（１）訓練の実施 

（２）訓練実施に伴う業務 

（３）就職支援の実施 

 

 

３ 訓練の内容等 

（１）実施地域、訓練コース名、訓練期間、訓練開始時期、定員は、別表１のとおり。 

 

（２）訓練設定時間 

訓練設定時間は、入校式、修了式及び公共職業安定所（以下「安定所」という。）におけ

る就職支援を受ける時間等を除き訓練として行う時間とし、各コースの標準時間は、１日

６時限 週５日、１月当たり１２０時間を標準とする。 

ア １単位時間（時限）を４５分以上６０分未満と設定できる。 

イ 土、日、祝日は訓練を実施しない。 

ウ ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングは、訓練設定時間に含められる。 

 

（３）訓練目標、標準カリキュラム 

標準カリキュラム（別添）による。 

 

（４）訓練を指導する者（指導員）の数等 

ア 実技にあっては訓練生１５人に１人以上（デジタル分野に係る技能等を付与する訓練

コースは２０人に１人以上）の配置を標準とすること。 

イ 学科にあっては訓練生３０人までは１人の配置を標準とすること。 

ウ 講師の指導経験は、実務経験が１年以上であること。 
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（５）職業訓練サービスガイドライン研修受講者の在籍等 

訓練にあたっては、原則として、「民間教育訓練機関における職業訓練サービスガイドラ

イン研修」（以下「ガイドライン研修」という。）を過去５年以内に受講した者が在籍して

いること又はＩＳＯ２９９９０（非公式教育・訓練における学習サービス－サービス事業

者向け基本的要求事項）を取得していること。 

なお、「公的職業訓練に関する職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定」を取得し

ていることが望ましい。 

 

（６）ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング等の配置 

職業能力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）（以下「能開法」という。）第３０条の

１９の登録を受けたキャリアコンサルタント、キャリアコンサルティング技能士（１級

又は２級）又は能開法第 28 条第１項に規定する職業訓練指導員免許を保有する者（以下

「キャリアコンサルタント等」という。）を配置すること。 

 

（７）就職支援責任者の設置 

訓練生の就職支援等を行う就職支援責任者を設置すること。就職支援責任者はキャリア

コンサルタント、キャリアコンサルティング技能士（１級又は２級）、能開法第２８条第

１項に規定する職業訓練指導員免許を保有する者が望ましく、訓練実施日数の５０％以

上の日数は訓練実施施設にて業務を行うこと。 

 

（８）訓練の実施方法 

    ア 学科の科目については、通信の方法のうち、テレビ会議システム等を使用し講師と

     訓練生が映像・音声により互いにやりとりを行う等の同時かつ双方向に行われるもの

     （以下「オンライン」という。）によっても行うことができる。ただし、民間教育訓

     練機関において、通所の訓練に相当する訓練効果を有すると認められるものに限る。 

    イ オンラインによる訓練は｢なりすまし｣による不正受講を防止するため、訓練受講時

     に訓練生本人であることをWEBカメラ、個人認証ID及びパスワードの入力、メール、電

     話等により確認できるものを原則とすること。 

ウ オンラインによる訓練を行う場合には、通所による訓練の時間を総訓練時間の20％

以上確保することを原則とし、集合訓練、個別指導、面接指導等を実施すること。な

お、通所による訓練の実施にあたっては、訓練効果を高める時期に設定すること。 

 エ オンラインによる訓練の受講に必要な設備（パソコン等）及びインターネット接続

環境（モバイルルータ等）について、委託先機関が訓練生に無償貸与できない場合に

おいては、訓練生が自ら用意するものとし、通信費は訓練生が負担するものとする。

なお、オンラインによる訓練の受講に必要な設備・推奨環境等（委託先機関において

用意する設備等があればその内容を含む。）は、訓練生募集案内等に明記するほか、

受講者説明会等において説明すること。 

 

（９）デジタルリテラシーの向上促進 

デジタル分野以外の訓練コースにおいて、訓練分野の特性を踏まえたデジタルリテラ

シーを含むカリキュラムの設定すること。 
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（10）個人情報の取り扱いについて 

個人情報の取り扱いについては、別記「個人情報取扱特記事項」を遵守すること。 

 

 

４ 訓練実施に伴う業務の内容 

（１）訓練に係る事務 

ア 毎日行うこと 

・訓練生の出欠席管理及び指導 

・欠席、遅刻、早退、欠課の届出提出指導及び管理 

・出席簿への記入 

・講師による指導日誌の作成 

イ 毎月行うこと 

・当月の出席簿、指導日誌、欠席、遅刻、早退及び欠課届を翌月初めに就業支援センタ

ーへ提出 

・訓練及び就職支援の概況を口頭等で報告 

ウ 終了時に行うこと 

・訓練生の能力習得状況の把握及び就業支援センターへの報告 

・職場見学等実施状況の就業支援センターへの報告 

※介護職員初任者研修科・介護職員実務者研修科のみ 

・訓練生の資格取得状況の把握及び就業支援センターへの報告 

※デジタル資格コースを実施する場合のみ 

・訓練生のデジタル職場実習の把握及び就業支援センターへの報告 

※デジタル職場実習コースを実施する場合のみ 

・就職状況の就業支援センターへの報告 

・委託訓練完了報告書の提出 

エ 随時行うこと 

・訓練生の健康管理 

・災害発生時の安全確保に備え、避難場所と避難経路の確保及び訓練生への周知、避 

難誘導員の配置等適切な危機管理対策 

・事故、災害等発生時の訓練生の安全確保のための対応と就業支援センターへの連絡 

・訓練生へのアンケート実施と就業支援センターへの提出 

オ その他、上記に定めのない事項については、委託訓練実施要領の定めるところによ

る。 

 

（２）雇用保険事務 

・通所届とその関係書類の作成及び訓練生の指導 

・受講証明書とその関係書類の作成及び訓練生の指導 

・関係書類の取りまとめと就業支援センターへの提出（期日厳守） 

 

（３）職業訓練手当事務 
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・職業訓練手当支給請求書の作成指導 

・請求書の取りまとめと就業支援センターへの提出（期日厳守） 

 

（４）職業訓練受講給付金事務 

・関係書類の作成及び訓練生の指導 

・訓練生の職業訓練受講給付金支給申請にかかる受講証明を行うこと。 

 

 

５ 就職支援の内容等 

（１）就職支援の明示等 

訓練受講希望者に対し、就職支援の内容を明確にし、訓練開始後は、安定所と連携を図

り、訓練期間中及び訓練終了後を通じ、職務経歴書・履歴書の作成指導、面接指導、求人

情報の提供、無料の職業紹介の届出又は許可を受けている場合及び有料職業紹介の許可を

受けている場合は、求人開拓及び職業紹介など、訓練生の就職促進に努める。 

また、職業相談等で安定所へ行くことができるよう配慮すること。 

 

（２）就職支援責任者の業務内容 

ア 過去の訓練生に対する就職実績等を踏まえ、訓練生に対する就職支援を企画、立案 

イ キャリアコンサルティング、ジョブ・カードの作成及びジョブ・カードを活用した職業

相談の実施及び求人情報の提供（訓練中にキャリアコンサルティングを３回以上行うこ

とが望ましい） 

ウ 訓練終了１箇月前を目途に、就職先が決まっていない訓練生に対する安定所への誘導 

エ 訓練修了生及び就職のための中退者（以下「訓練修了者等」という）の就職状況を把

握、管理及び就業支援センター、労働局又は安定所への情報提供 

 

（３）能力評価の実施 

ジョブ・カードの「職業能力証明（訓練成果・実務成果）シート（様式３－３－２－２）

（委託訓練実施要領別紙１４）を活用した、訓練期間中及び訓練修了前に実施される試験

等に基づく能力評価を実施すること。 

 

（４）報告事項 

ア 訓練終了１箇月前を目途に、就職先が決まっていない訓練生の情報を就業支援センタ

ーへ報告 

イ 訓練修了者等の訓練終了後３箇月以内の就職状況（就職のための中退者の場合は、中

退時の就職状況）について、訓練修了者等から「就職状況報告（委託訓練実施要領別紙

１－１）」を回収し、写し等の書面を添付し「就職状況報告一覧（参考）（同要領別紙

１－２）」を訓練修了日の翌日から起算して１００日以内に就業支援センターへ報告 

ウ 委託先機関は、訓練修了者に対して「公共職業訓練 受講者アンケート」（同要領別

紙２８）を配布し、記入依頼を行い、回収・集計の上、集計結果を就業支援センターに

報告 
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６ 委託費 

委託費は次のとおりとする。なお、単価については、厚生労働省の令和７年度概算要求内容と

して示されたものであり、今後、国の予算編成過程において金額が変動する場合もある。 

 （１）訓練実施経費 

訓練生１人１月５３，０００円（外税）を上限とする。 

ただし、１月当たりの訓練設定時間が１００時間未満の場合は、上記の価格を訓練設定時

間の割合で按分する。 

 

ア 支払い基準 

委託費の額は訓練生１人につき訓練実施後１箇月（訓練開始日又はそれに応当する日

を起算日とし、翌月の応当する日の前日までの区切られた期間を「１箇月」として取り

扱う。 

ただし、訓練生が中途退校した場合又は委託契約を解除した場合等、あらかじめ定め

られた訓練終了日より訓練が早期に終了した場合（以下「中途退校等による早期終了」

という。）は当該日（以下「早期終了日」という。）までとする。以下「算定基礎月」とい

う。）毎に算定する。算定基礎月において、訓練設定時間の８０％に相当する時間の訓

練を受講した者を対象に委託費を算定する。（当該要件を満たす月について以下「支払

対象月」という。） 

また、算定基礎月において、訓練設定時間の８０％に相当する訓練を受講していない

場合であっても、訓練開始日から訓練終了日までの全訓練期間（訓練生が中途退校した

場合は退校までの期間）における訓練設定時間の８０％に相当する時間の訓練を受講し

た者に対しては、全訓練期間について支払対象月とする。早期終了日がある場合は、委

託費の額は１月毎に算定し、当該支払対象月について以下により支払うものとする。 

（ア）訓練実施日数が１６日以上又は訓練が行われた時間が９６時間以上である時は

月額単価 

（イ）訓練実施日数が１６日以上又は訓練実施時間が９６時間以上のいずれにも該当

しない場合は、訓練をすべき日数（日曜日、国民の祝日その他委託先機関が休日

とした日（ただし、夏季冬季等の休日等を除く。）及び翌月の応当日の前日より

前に訓練が終了する場合にあっては終了日以降の日を除く。）を分母に、訓練実

施日数を分子にして得た率に、月額単価を乗じて得た額（１円未満の端数は切り

捨てる。） 

 

イ 委託費支払いの算定基準において例外となる欠席についての取扱い 

訓練生が以下に定める（ア）から（ウ）の理由により訓練を欠席した場合は、その期

間については、委託費支払いの出席要件８０％以上の算定に当たって、算定対象としな

いものとする（訓練設定時間から除くものとする）。ただし、訓練終了日までに、下記

の補講等を可能な限り行うものとする。 

（ア）インフルエンザ等の感染症（学校保健安全法施行規則（昭和３３年文部省令第１

８号）第１８条に規定する感染症をいう。以下同じ。）に感染し、他の訓練生の健

康に被害を与え得る訓練生が、就業支援センター所長の指示により出席停止とな

った場合、又は自宅待機が必要であったと就業支援センター所長が認める場合 
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（イ）大規模な災害が起こった等により、当該地域一帯が災害等の影響によって交通

機関の運行が終日ストップする、局地的な災害ではあるが交通が遮断されるなど

回復するために１日以上の時間が必要となるなど、当該実施日において訓練実施

施設に通所することが困難な場合（ただし、人身事故や交通事故で一時的に交通

機関の運行がストップする場合など一時的な事象は含まない。） 

（ウ）法律による裁判への参加や出廷（裁判員又は補充裁判員、刑事又は民事訴訟手

続きにおける証人等）並びに裁判員候補者として裁判員等選任手続の期日におけ

る裁判所への出頭が必要な場合 

なお、上記の（ア）の場合において感染したことの確認は、医師又は担当医療

関係者の証明書等の証明書類（薬剤情報提供書（医療機関又は調剤薬局の処方箋

等）、診療明細書や領収証を含む。）を提出させることにより行うものとする。 

また、親族（民法７２５条に規定する親族、すなわち６親等以内の血族、配偶

者及び３親等以内の姻族をいう。以下同じ。）又は訓練生本人の同居人（上記親

族以外の者を指す。以下「同居人」という。）がインフルエンザ等の感染症に感

染し、医師又は担当医療関係者が、訓練生本人を含む親族又は同居人の自宅待機

が必要と判断した場合についても、同様の取扱いとする。さらに、上記のイから

ウの場合において、欠席理由の確認は、官公署等（市町村長、鉄道の駅長など）

から、被災証明書、罹災証明書、呼出状、案内状等を提出させることにより行う

ものとする。 

 

ウ 補講等の取扱い 

受講料は無料としており、補講等を実施する場合の費用についても、訓練生の負担

とはしないものとする。 

また、当該補講等を実施したことにより、欠席した時間と同程度の受講が認められ

る場合、訓練設定時間数を上限とし、受講時間として算出して差し支えないものとす

る。ただし、訓練終了（予定）日の翌日以降に実施する補講等は、費用を徴収しない

場合でも、委託費の算出対象となる訓練実施時間には含まないものとする。 

なお、資格取得に係る法定講習で、無料補講等の実施が困難な訓練コースは、資格

取得のために必要な補講等を実施する場合、費用を訓練生の負担とすることができ、

補講等を実施した時間については、以下のとおりとする。なお、費用を訓練生が負担

する必要がある場合、募集時に予め訓練受講希望者に対し、費用負担額を周知するこ

と。 

（ア）補講等に係る費用を訓練生から徴収する場合 

補講等分の時間は訓練受講時間の算定に含めないこととする。 

（イ）補講等に係る費用を訓練生から徴収しない場合 

補講等を実施したことにより、欠席した時間と同程度の受講が認められる場合、

訓練設定時間数を上限とし、訓練受講時間として算出することとする。 

 

（２）職場見学等推進費（介護職員初任者研修科・介護職員実務者研修科のみ
・ ・

対象
・ ・

） 

訓練生１人１０，０００円（外税）とする。 
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ア 公募時の確認 

職場見学等を実施する場合は、カリキュラムにその時間を設定するとともに、受託申

請書提出の際に「職場見学等実施計画書」(様式９号)を提出すること。 

なお、提出時点で支払い基準を満たす見込みがない場合には、別途協議により提出期

限の延長を認める。 

 

イ 実施方法 

職場体験及び職場実習は、介護分野等の事業所の現場で実施するものであるが、職場

見学のみはオンラインで行うことが可能であること。職場見学等を実施した場合は、「職

場見学等実施報告書 受入先事業所確認票」（委託訓練実施要領別紙２２－２又は準じた

任意様式）を作成し、受入先事業所の確認を受けること。 

また、訓練終了後、「職場見学等実施報告書」（同要領別紙２２－１又は準じた任意様

式）を委託者に提出すること。提出に当たっては、内容について訓練生の確認を受けたこ

とがわかる書類（同要領別紙２２－３「職場見学等実施報告書 受講者確認票」又は準じ

た様式）及び「職場見学等実施報告書 受入先事業所確認票」を添付すること。 

 

ウ 職場見学等の実施 

訓練カリキュラムに職場見学、職場体験、職場実習（以下「職場見学等」とい

う。）のいずれかを組み込むこと。職場見学等の受入先は、特別養護老人ホーム、グ

ループホーム、デイサービス、ショートステイ、訪問介護、障害福祉施設などの中か

ら訓練生の就業ニーズを踏まえて選定し、訓練生それぞれについて、複数（２か所以

上）の施設における職場見学等を実施すること。 

なお、同一敷地内で同一法人が運営する複数の施設で職場見学等を行った場合や、

同一施設内で複数の介護サービスや障害福祉サービスについて職場見学等を行った場

合は、それぞれを１か所としてカウントするが、複数のサービスを一体的に提供する

施設（小規模多機能型居宅介護事業所等）については、原則として１か所とカウント

すること。職場見学等の実施時間は、総訓練設定時間のうち、職場見学等の実施時間

（合計）は、６時間以上とすること。 

また、職場体験及び職場実習は、介護分野等の事業所の現場で実施するものである

が、職場見学のみはオンラインで行うことが可能とする。 

 

エ 支払い基準 

職場見学等推進費は、以下の算定方法で算出する「職場見学等実施率」が８０％以

上である場合に支払うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

＜職場見学等実施率＞ 

職場見学等実施率＝（ｂ＋ｃ）÷（ａ＋ｃ－ｄ）×１００ 

ａ：修了者 

ｂ：修了者のうち２か所以上かつ６時間以上職場見学等に出席した者 

ｃ：中途退校者のうち２か所以上かつ６時間以上職場見学等に出席した者 

ｄ：修了者のうちやむを得ない理由（第１章第１１（６）に定めるものに 

限る。）により２か所以上又は６時間以上職場見学等に出席できなかった者 
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職場見学等推進費の支払額は、以下によって計算される額を支給する。 

 

 

 

 

なお、職場見学等推進費の支払い時期は、訓練終了後とする。 

 

（３）デジタル訓練促進費（Ｗｅｂ制作基礎科のみ
・ ・

対象
・ ・

） 

ア ＤＸ推進スキル標準対応コース 

「ＤＸ推進スキル標準」において整理された共通スキルリストのカテゴリーである「

ビジネス変革」、「データ活用」、「テクノロジー」、「セキュリティ」のうち、複数

のカテゴリーの学習項目が科目に盛り込まれたカリキュラムとなっているコースとする

（１つのカテゴリーのみ盛り込まれている場合は該当しない）。 

訓練生１人１月５，０００円（外税）とする。 

ただし、１月当たりの訓練設定時間が１００時間未満の場合は、上記の金額を訓練設

定時間の割合で按分する。 

 

（ア）ＤＸ推進スキル標準対応の確認方法 

企画書提出の際、「スキル項目・学習項目チェックシート」 (様式７号）及び学

習項目に対応する訓練カリキュラムの該当箇所がわかる資料等の書類を提出するこ

と。 

 

イ デジタル資格コース 

次のいずれかの資格の取得を目指すコースとするが、双方の資格の取得を目指すコ

ースとしても差し支えない。ただし、この場合のデジタル訓練促進費は、訓練の仕上

がり像等を踏まえ、いずれかの資格に基づくもののみを対象とする。 

訓練生１人１月１０，０００円（外税）とする。 

ただし、１月当たりの訓練設定時間が１００時間未満場合は、上記の金額を訓練設

定時間の割合で按分する。 

 

（ア）ＩＴ関係の資格 

ＩＴスキル標準（ＩＴＳＳ）で定めるレベル１以上の資格の取得を目指す訓練コ

ースとし、訓練生募集案内等に明記するものとする。なお、複数の資格の取得を目

指す訓練コースも設定可能とする。 

 

（イ）ＷＥＢデザイン関係の資格 

別表２に該当する資格の取得を目指す訓練コースとし、訓練生募集案内等に明記 

するものとする。なお、複数の資格の取得を目指す訓練コースも設定可能とする。 

 

＜職場見学等推進費の支払額＞ 

受講者数×職場見学等推進費 

＜職場見学等推進費の支払額＞ 

入校者数×職場見学等推進費 
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ウ 支払い基準 

下記（ア）及び（イ）に定める要件を満たす訓練コースを支払い対象とする。 

（ア）資格取得率 

イ（ア）のＩＴ関係の資格取得を目指す訓練コースは、対象となる資格取得率が３

５％以上の訓練コース、イ（イ）のＷＥＢデザイン関係の資格取得を目指す訓練コー

スは、対象となる資格取得率が５０％以上の訓練コースとする。 

資格取得率の算定方法は、以下のとおりとする。 

「新規資格取得者」とは、訓練修了者又は就職のために中退した者であって、訓

練コースの目標に設定された資格について、訓練開始日以降で、かつ、訓練修了日

の翌日から起算して３箇月以内（就職のために中退した者については中退日まで）

に取得した者とする。ただし、訓練受講者が複数の資格を取得しても、新規資格取

得者としては１人として数える。 

また、就職のために中退した新規資格取得者は、対象就職者であることを要しな

いが、雇用期間が１箇月未満の雇用契約による就職者は除く。 

なお、訓練コースの目標に設定された資格の全てを既に取得している者が、当該訓

練コースを受講した場合は、資格取得率の算定から除外することとする。 

 

（イ）デジタル訓練促進費就職率 

就職支援経費就職率の算定方法と同様の方法により算出する「デジタル訓練促進

費就職率」が７０％以上の訓練コースとする。 

また、デジタル訓練促進費の支払額の計算額は以下のとおり。 

 

 

 

 

「対象月数」については、訓練の全期間とする。ただし、対象月のうち「支払対象

月」に該当しない月がある者については、当該月を対象月数から除くこととする。 

また、早期終了日がある場合は、委託費の額は、訓練実施委託費の支払い基準を

準用する。 

なお、（３）ア及びイの要件を併用したコースの設定も可能であるが、双方の要件によ

るデジタル訓練促進費の併給はできないものとし、これらを併用したコースの場合は、イ

の要件によるデジタル訓練促進費が支給されない場合に限り、アの要件によるデジタル訓

練促進費を支給する。 

 

＜資格取得率＞ 

          新規資格取得者 

 

訓練修了者＋就職のために中退した新規資格取得者 

×１００ 

＜デジタル訓練促進費の支払額＞ 

受講者数×デジタル訓練促進費×対象月数 
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エ 資格取得率の確認方法 

訓練終了後、「資格取得状況報告書」を提出すること。提出に当たっては、訓練修

了者から資格取得を証明する書類の写しを入手し添付すること。委託者への報告は、

訓練終了日の翌日から起算して１００日以内を報告期限とする。 

 

（４）デジタル職場実習推進費（Ｗｅｂ制作基礎科のみ
・ ・

対象
・ ・

） 

訓練生１人２０，０００円（外税）とする。 

デジタル分野の訓練に関する職場実習を組み込んだ場合に支給する。 

なお、オンラインでの職場実習の実施は認められない。 

 

ア 職場実習の期間及び設定時間 

期間は２週間以上１箇月未満とすること。設定時間は週５日、１日５時間を標準と

するが、職場実習の効果等を勘案してコースごとに弾力的に設定しても差し支えな

い。 

    

イ 職場実習先に関する事項 

職場実習を行う実習先は、訓練実施機関とは別の企業を原則とするが、訓練実施機

関が、職業訓練以外にデジタル分野の事業を実施している場合は、訓練実施機関と実

習先が同一企業となっても差し支えない。 

また、実習先の企業は、次に定めるところにより、訓練生を取り扱うこと。 

（ア）訓練に関係のない業務に従事させないこと。 

（イ）訓練が作業を伴う場合には、安全、衛生、その他の作業条件について、労働基

準法及び労働安全衛生法の規定に準ずる取扱いとすること。 

（ウ）時間外、夜間、泊まり込み等による訓練を実施しないこと（ただし、当該職種

において、夜間の就業が通常である等特に必要である場合を除く。）。 

（エ）当該実習は訓練であることから、訓練期間中について、訓練生への金銭の授受

は行わないこと。 

 

ウ 支払い基準 

以下の算定方法で算出する「職場実習出席率」が８０％以上である場合に支払うこ

ととし、その他、支払いについては、委託訓練実施要領第１章第１１「委託費の支払

い」（１）、（７）及び（８）を準用することによって得た額とすること。 
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また、デジタル職場実習推進費の支払額の計算方法は以下のとおり。 

 

 

 

 

なお、デジタル職場実習推進費は（３）ア及びイのいずれの要件によるデジタル訓練

促進費とも併給を可能とする。 

 

（５）就職支援経費 

訓練生１人１月２０，０００円（外税）とする。 

ただし、１月当たりの訓練設定時間が１００時間未満の場合は、上記の価格を訓練設定

時間の割合で按分する。 

 

ア 支払い基準 

「就職状況報告（委託訓練実施要領別紙１－１）」等に基づく請求により、訓練生数×

対象月数×就職支援経費（２万円）によって計算される額を支給する。ただし、「対象月

数」については、６月を超える訓練であっても終了月を含む直前６月のみとする。 

なお、対象月のうち、「支払対象月」に該当しない月がある者については、当該月を対

象月数から除くこととする。 

（注）「訓練生数」は訓練修了者数と中退者数の合計である。（訓練実施経費の支払

い対象者に限る。） 

また、下記の基準に従って就職支援経費の支給額の減額を行う。 

・就職支援経費就職率 ８０％以上 減額なし 

・就職支援経費就職率 ６０％以上８０％未満 ５０％減額 

・就職支援経費就職率 ６０％未満 支給なし 

なお、中途退校等による早期終了がある場合の委託費の額は、訓練実施委託費の支

払い基準を準用する。 

 

イ 複数年度の支払い 

就職支援実施委託費の確定が次年度になる訓練コースの場合、債務負担行為を活用し

た複数年度契約を行うこととし、契約書に記載された年度毎の契約額の範囲内において、

＜職場実習出席率＞ 

職場実習出席率＝（ｂ＋ｃ）÷（ａ＋ｃ－ｄ）×１００ 

ａ：修了者 

ｂ：修了者のうち第２(２)に定める職場実習に８０％以上出席した者 

ｃ：中途退校者のうち第２(２)に定める職場実習に８０％以上出席した者 

ｄ：修了者のうち、職場実習の実施日における出席率が８０％未満である者であっ

て、やむを得ない理由（第１章第１１（６）に定めるものに限る。）による欠

席日を算定対象から除いて算出した場合に、当該率が８０％以上となる者 

＜デジタル職場実習推進費の支払額＞ 

入校者数×デジタル職場実習推進費 
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年度毎に要した委託費について委託先機関の請求に基づき支払う。 

なお、訓練実施委託費は訓練終了年度において、また就職支援実施費は次年度におい

て、算定し支払うこととする。 

 

 

７ その他 

・応募者又は入校予定者が定員に充たない場合は、受託者と協議の上、訓練を中止または内容を

変更することがある。 

 

・この仕様書に定めのない事項については、委託訓練実施要領（（「総合雇用対策」等に基づくあ

らゆる教育訓練資源を活用した委託訓練の推進について）（平成１３年１２月３日付け能発第

519 号）別添「委託訓練実施要領」）、新ジョブ・カード制度の推進について（平成２７年９月

３０日付け能発 0930 第 16 号）及び「求職者支援制度業務取扱要領」（平成２３年９月１日付

け職発 0901 第 4 号、能発 0901 第 5 号）の定めるところによる。 

 

・障害者に対する合理的配慮について  

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成二十五年法律第六十五号）第五条

及び第八条に基づき、障害者（同法第二条第一号の障害者をいう。）から現に社会的障壁

（同法第二条第二号の社会的障壁をいう。）の除去を必要としている旨の意思の表明があっ

た場合において、その実施に伴う負担が過重（以下「過重な負担」という。）でないとき

は、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の

状態に応じて、社会的障壁の除去（自ら設置する施設の構造の改善及び設備の整備、関係職

員に対する研修等）の実施について必要かつ合理的な配慮をすること。なお、過重な負担と

なる場合は、合理的配慮の提供義務に反しないものの、他の方法で社会的障壁の除去ができ

ないか当該障害者とともに解決策の検討に努めること。 

 

・本業務は、国・県の予算又は通達改正その他の理由により変更等になることがある。 

 

 

以上 
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別表１ 

山梨県立就業支援センター 訓練コース一覧（託児サービスなし） 

 

 

 

  

実施

地域 
契約期間 分野 訓練コース名 

訓練 

期間 
訓練開始時期 定員 

富士 

東部 

地域 

複数年度 
デジタル分野 

以外 
簿記・パソコン科 ３箇月 令和７年１１月上旬 １７人 
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別表２ 

 

ＷＥＢデザイン関係の資格 

  

1 ＷＥＢクリエイター能力認定試験（エキスパート）

2 Ｉｌｌｕｓｔｒａｔｏｒクリエイター能力認定試験（エキスパート）

3 Ｐｈｏｔｏｓｈｏｐクリエイター能力認定試験（エキスパート）

4 Ｗｅｂ検定（デザイン、ディレクション、プロデュース)

5

CG-ARTS検定（CGクリエイター検定（エキスパート）、Ｗｅｂデザイナー検定

（エキスパート）、画像処理エンジニア検定（エキスパート）、CGエンジニア検

定（エキスパート）、マルチメディア検定（エキスパート））

6
アドビ認定プロフェッショナル（Ｐｈｏｔｏｓｈｏｐ、Ｉｌｌｕｓｔｒａｔｏｒ、

Ｐｒｅｍｉｅｒｅ Ｐｒo）

7 ウェブデザイン技能検定　１～３級

資格名
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別 記 

個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第１条 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による受託業務（以下「本件受託業務」と

いう。）の実施に当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に

行わなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第２条 乙は、本件受託業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に漏らしてはならない。この契約

が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

 

（責任体制の整備） 

第３条 乙は、この契約の締結時に、本件受託業務に係る個人情報（以下「本件個人情報」という。）を

取り扱って作業に従事する者（以下「作業従事者」という。）及び当該作業従事者の監督その他作業現

場における本件個人情報の適正な管理について責任を有する者（以下「個人情報保護責任者」という。）

を選任し、書面（別紙様式）によりこれを甲に報告しなければならない。作業従事者又は個人情報保

護責任者に変更のあったときも同様とする。 

２ 個人情報保護責任者は、常に個人情報の所在及び自己の管理状況を把握･管理し、必要な指導を行

う。 

 

（作業従事者等に対する周知等） 

第４条 乙は、作業従事者及び個人情報保護責任者に対し、あらかじめ次に掲げる事項を周知するとと

もに、本件個人情報の適切な管理が図られるよう、必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

（１）この個人情報取扱特記事項の内容 

（２）在職中及び退職後においても本件受託業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知

らせ、又は不当な目的に使用してはならないこと。 

（３）受託業務に従事している者又は従事していた者が、正当な理由がないのに、個人の秘密に属する

事項が記録された個人情報ファイルを提供したとき又はその業務に関して知り得た個人情報を自

己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、若しくは盗用したときは、個人情報の保護に

関する法律（平成１５年法律第５７号）により罰則が適用される場合があること。 

２ 乙は、個人情報の取扱いに従事する者に対し、その責務の重要性を認識させ、具体的な個人情報の

保護措置に習熟させるための啓発その他必要な教育及び研修を行わなければならない。 

 

（作業場所の限定等） 

第５条 乙は、次の各号のいずれかに該当するときを除き、その営業所（所在地：     

              。本条において「営業所」という。）以外の場所で本件個人情報を取り

扱わないものとする。 

（１）甲の指示又は事前の承認があるとき。 

（２）乙が本件受託業務を行う上で営業所以外の場所で本件個人情報を取り扱うことに正当な理由があ

るとき。 
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２ 乙は、前項各号の規定に掲げる場合を除き、前項に規定する営業所から本件個人情報を持ち出さな

いものとする。本件個人情報を持ち出すときは、運搬中の指示事項の従事者への徹底、データの暗号

化等、安全確保のために必要な措置を講ずるものとする 

 

（個人情報の適切な管理） 

第６条 乙は、次の各号に掲げる事項を遵守するほか、本件個人情報の漏えい、滅失又はき損（以下「漏

えい等」という。）の防止その他の個人情報の安全確保のために必要な措置を講じなければならない。 

（１）第３条の規定により甲に報告した者以外の者に本件個人情報を取り扱わせないこと。 

（２）本件個人情報の取扱いに係る業務を派遣労働者によって行わせる場合には、労働者派遣契約書に

秘密保持義務等個人情報の取扱いに関する事項を明記すること。 

（３）乙の管理に属さない情報機器等を利用して本件個人情報を取り扱わないこと。 

（４）本件個人情報は、紙媒体、電磁的記録を問わず、施錠できる保管庫又は施錠若しくは入退室管理

の可能な保管室に保管する等、適切に管理すること。 

（５）甲の指示又は事前の承認があるときを除き、本件受託業務を行うために甲から引き渡された個人

情報が記録された資料等をこの契約による業務以外の目的で複写し、又は複製してはならないこと。 

（６）甲の指示または事前の承認があるときを除き、本件受託業務を行うために甲から引き渡された個

人情報が記録された資料等を国外に移転させてはならないこと。 

（７）本件個人情報が記録された資料等については、業務終了後直ちに甲の指定する方法により返却、

廃棄又は消去すること。ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従うものとすること。 

（８）乙は、この契約による業務を処理するに当たっては、必要最小限の作業従事者を個人情報保護責

任者の監督の下で従事させるものとすること。 

（９）乙は、本件受託業務を行うために複数の宛先へ一斉にメールを送信する場合、当該メールの宛先

にＢＣＣで送信すべきメールアドレスが１件以上含まれるときは、当該メールを送信する際ＢＣＣ

で送信すべきメールアドレスについてＴＯやＣＣで送信することを防止する機能（ＢＣＣ強制変換

機能等）を備えたシステムやツールを使用しなければならない。 

 

（取得の制限） 

第７条 乙は、本件受託業務を行うために個人情報を取得するときは、その業務の目的を達成するため

に必要な範囲内で、適法かつ公正な方法により取得しなければならない。 

２ 乙は、本件受託業務を行うために本人から直接書面に記録された当該本人の個人情報を取得すると

きは、あらかじめ、本人に対し、業務の目的を明示しなければならない。 

 

（利用及び提供の制限） 

第８条 乙は、甲の指示又は事前の承認があるときを除き、本件個人情報を契約の目的以外の目的のた

めに自ら利用し、又は提供してはならない。 

２ 乙は、この契約による業務を処理するに当たって、甲から提供された個人情報を目的外に使用し、

又は第三者に提供してはならない。 

 

（再委託の禁止） 

第９条 乙は、甲の事前の承認があるときを除き、本件受託業務を第三者（乙の子会社を含む。）に委託

託してはならない。 
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２ 乙は、本件受託業務を再委託するときは、乙をして特記事項により乙が負う義務を遵守させるとと

もに、これに対する管理及び監督を徹底するものとする。 

３ 甲は、乙を通じて又は甲自らが再委託先事業者に対し前項の措置を行うことができるものとする。 

４ 乙は、本件受託業務を再委託するときは、再委託契約の締結時に、乙をして、書面により再委託先

事業者の作業従事者及び個人情報保護責任者を甲に届け出させなければならない。この場合、甲への

届出は乙を経由することとする。再委託先事業者の作業従事者又は個人情報保護責任者に変更があっ

たときも同様とする。 

５ 乙は、再委託をする場合は、個人情報の漏洩等の事故が発生した場合にあっては、乙の責任におい

て対処するものとする。 

 

（報告及び検査等） 

第１０条 乙は、甲に対し契約内容の遵守状況を定期的に報告しなければならない。 

２ 甲は、乙による本件個人情報の取扱状況を確認するため必要があると認めるときは、実地の検査を

行い、又は乙に対して説明若しくは報告をさせることができる。 

３ 乙を通じて又は甲自らが再委託先事業者に対し前２項の措置を求め、又は行うことができるものと

する。 

 

（指示） 

第１１条 甲は、乙による本件個人情報の取扱いが不適当であると認めるときは、乙に対して必要な指

示を行うことができる。 

 

（事件等の報告） 

第１２条 乙は、本件個人情報の漏えい等に係る事件又は事故（本条において「事件等」という。）が発

生し、又は発生するおそれがあることを知ったときは、その事件等の発生に係る帰責にかかわらず、

直ちにその旨を甲に報告し、速やかに応急措置を講じた後、遅滞なく当該事件等に係る個人情報の項

目・内容・数量、当該事件等の発生場所、発生状況等を詳細に記載した報告書及び今後の対処方針を

記した文書を提出し、甲の指示に従うものとする。 

２ 乙は、個人情報取扱注意事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあることを知ったときは、

速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

３ 乙は、本件受託業務について事件等が発生したとき、甲が必要に応じ乙の名称を含む当該事件等の

概要を公表することを受忍するものとする。 

 

（契約解除及び損害賠償） 

第１３条 甲は、乙がこの個人情報取扱特記事項の内容に違反していると認めたときは、契約の解除又

は損害賠償若しくは履行代金の減額を請求することができるものとする。 

 

（個人情報保護方針の策定等） 

第１４条 乙は、個人情報保護に関する考え方や方針に関する宣言を策定し、及び公表することにより、

自らが行う保護措置等を対外的に明確にし、説明責任を果たすものとする。 

 

 


